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午前１０時００分 開議

○議長（小比類巻正規君） おはようござい

ます。

出席議員は定足数に達しておりますので、

会議は成立いたします。

これより、本日の会議を開きます。

本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第２号をもって進めます。

─────────────────

◎日程第１ 市政に対する一般質問

○議長（小比類巻正規君） 日程第１ 市政

に対する一般質問を行います。

佐々木卓也議員の登壇を願います。

○３番（佐々木卓也君） おはようございま

す。

市民クラブの佐々木卓也でございます。

通告に基づきまして、一般質問をさせてい

ただきます。

はじめに、第１点目の三沢市のインバウン

ド（外国人旅行者）に対する見解及び今後の

対策についてお伺いいたします。

政府は、観光先進国への新たな国づくりに

向けて、平成２８年３月３０日に、新たな観

光ビジョン、「明日の日本を支える観光ビ

ジョン」を策定いたしました。

その中で、我が国は、自然、文化、気候、

食という観光振興に必要な四つの条件を兼ね

備えた、世界でも数少ない国の一つであり、

これらの豊富な観光資源を真に開花させるこ

とで、観光は、まさに地方創生への切り札、

成長戦略の柱と位置づけ、２０２０年の訪日

外国人旅行者数を２,０００万人から４,００

０万人とするなどの、従来の政府目標を大幅

に前倒ししたところであり、その実現によ

り、全国津々浦々、その土地ごとに日常的に

外国人旅行者をもてなし、我が国を舞台とし

た活発な異文化交流が育まれ、そこでは、

次々と新たなサービスの創造やイノベーショ

ンが起こり、地域の産業、経済の足腰が強化

されるといった好循環が創出されるとしてい

ます。

ここで、昨年１２月からこの３月にかけて

のインバウンドに関する新聞記事の見出しの

一部を紹介します。

「政策投資銀行インバウンド調査 台湾本

県認知度東北トップ」「台湾からスキー客

１,０００人来県 初のチャーター便」「天

津－青森定期チャーター便 冬季観光に大き

なプラス」「１６年度青森空港国際チャー

ター１００便超 冬期運行が底上げ」

この記事については、県交通政策課長が

「効果を全県に波及させたい」とコメントし

ています。

続いて、「２０１７から２０２０年度が対

象期間となる政府の観光立国推進基本計画の

素案、東北の観光振興に力を入れ、外国人延

べ宿泊者数を年間１５０万人増やす」「青森

空港に国際便４便、タイ、韓国、中国、香港

から次々、訪日客増加を象徴」「２０１７年

度県当初予算案、訪日客取り込みを加速、個

人向けコース充実へ」「２０１６年、県内外

国人宿泊１４.５万人、台湾中国増え最多」

このように、青森県関係でもほぼ連日、イ

ンバウンド関係の記事が掲載されていまし

た。

それでは、旅先としての競争力を獲得する

ためには何が必要なのか、まずは、地域とし

ての目的の共有化、つまり、地域としてイン

バウンドをどう捉えるのか。次に、資源の発

掘、地域の何を売りにするのか。そして誘客

戦略、地域の売りをどのように誘客につなげ

るのかが重要になってきます。

ここで、１月に行政視察した宮城県気仙沼

市の取り組みを少し紹介させていただきま

す。

気仙沼市は、地方創生交付金を活用し、

今、注目が集まっている日本版ＤＭＯの構築

に取り組んでいます。日本版ＤＭＯは、観光

業者だけではなく、関連産業や住民を広く巻

き込んだ取り組みにより、明確なコンセプト

に基づいた観光地域づくりを実現するための

戦略を策定するとともに、戦略を着実に実施

するための調整機能を備えた組織のことをい

いますが、観光地域づくりを推進するために
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大変有効な手段と考えられています。

気仙沼を一つの会社に見立て、行政、観光

協会、商工会議所など、構成団体の役割分担

の明確化や、今まで観光と直接かかわりのな

かった人たちも積極的に巻き込み、観光チー

ム気仙沼が結成され、ゼロベースから、港町

の産業や暮らしに触れる観光コンテンツづく

りを行い、また、地元住民には、街歩きのア

イデアを出してもらいながら、地元の魅力を

再発見する取り組みも行っています。

インバウンド対策を含めた気仙沼のＤＭＯ

への取り組み、観光という視点を超えて、市

全体の地域づくりという視点から、多くの市

民の参画を得て進められていることに感銘を

受けてまいりましたが、この取り組みは、三

沢市にとっても大いに参考になるのではない

かと考えたところであります。

そこで、三沢市の観光振興を図る一つの方

策として、インバウンドに対するスタンス、

考え方をしっかり根幹に据え、戦略的に取り

組んでいくことが、観光交流人口拡大による

地域の活性化につながっていくと考えます

が、三沢市としてのインバウンドについて、

外国人旅行客宿泊者数、受け入れ態勢の整

備、プロモーション活動、広域連携の取り組

み状況等の現状を踏まえた見解及び今後の対

策について伺います。

次に、第２点目の生活困窮者自立支援制度

の取り組み状況についてお伺いいたします。

近年、社会経済環境の変化に伴い、非正規

雇用の増加や地域コミュニティーの希薄化が

進み、誰もが生活困窮に陥るリスクに直面

し、セーフティネットとしての貧困対策の重

要性が高まっています。

とりわけ、子供の貧困率について、厚生労

働省が平成２６年７月に公表した、平成２５

年の国民生活基礎調査によると、世帯所得が

中央値の半分を下回る額で暮らす１８歳未満

の子供の割合である子供の貧困率は１６.３

％に達し、６人に１人の子供が貧困状態にあ

ります。

このような中、貧困の連鎖を防ぐ意味で

も、子供の貧困対策は喫緊の課題であると考

えるところであります。

国はここ数年、貧困対策に力を入れ、生活

保護の受給に至る前の段階から早期に支援し

ようという狙いで、平成２５年１２月に成立

した生活困窮者自立支援法に基づく支援制度

が、平成２７年４月にスタートしたところで

あり、また、平成２６年８月には、子供の貧

困対策大綱「全ての子供たちが夢と希望を

持って成長していける社会の実現を目指し

て」を閣議決定し、貧困の世代間連鎖を断ち

切るとの基本方針を掲げたところであります

が、まさに現在の貧困だけでなく、将来の貧

困を防ぐ観点からの対策が求められていま

す。

生活困窮者自立支援法は、複合的な課題を

抱える生活困窮者を早期に把握し、地域の

ネットワークによる包括的な相談支援や就労

支援、学習支援等々、その支援を通じた地域

づくりを目指すものであります。

同法は、施行後３年をめどに、必要な見直

しを行うこととされていますが、平成２８年

度の国の予算においては、子供の学習支援事

業の充実強化として、高校中退防止と家庭訪

問の取り組みの強化が盛り込まれていまし

た。

平成２６年６月、厚生労働省社会援護局長

から都道府県知事及び市町村長に対し、「生

活困窮者自立支援法の円滑な施行に向けて」

と題し、文書が発せられています。

内容は、

多様で複合的な課題を抱える生活困窮者

を支援するためには、さまざまな支援メ

ニューを用意し、新しいネットワークを構

築することが必要となります。そのため、

各自治体において、包括的で分野横断的な

取組が不可欠です。

また、生活困窮者の多くは、学校、職

場、近隣といった人間関係の中でさまざま

な困難を抱えています。こうした生活困窮

者が次の一歩を踏み出すためには、一人ひ

とりが社会とのつながりを強め、周囲から
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承認されているという実感を得ることが必

要です。

このような支援体制を構築することは、

容易ではないかもしれません。しかし、こ

れは、一人の生活困窮者を救済するのみな

らず、「地域で支えられていた人」が「支

える人」に回るための必要な仕組みである

と考えます。

皆様には、このような本制度について、

是非とも御理解いただき、地域において大

いに活用できるよう、施行に向けた準備に

ついて、特段の御配慮をお願い申し上げま

す。

というものでありました。

そこで、法律では、必須事業として、自立

相談支援、住居確保給付金の支給。任意事業

として、就労準備支援、家計相談支援、生活

困窮世帯への子供の学習支援などが掲げられ

ていますが、三沢市の生活困窮者自立支援制

度の取り組み状況について、自立相談支援事

業については、相談件数、年代別、相談経

路、内容も含めてお伺いします、

以上で、私の一般質問を終わらせていただ

きます。御答弁のほどよろしくお願い申し上

げます。

○議長（小比類巻正規君） ただいまの佐々

木卓也議員の質問に対する当局の答弁を求め

ます。

市長。

○市長（種市一正君） おはようございま

す。

ただいまの佐々木議員御質問の生活困窮者

自立支援制度については私から、インバウン

ドについては経済部長からお答えをさせます

ので、御了承願いたいと存じます。

生活困窮者自立支援法に基づく、当市の支

援制度の取り組み状況についてお答えをいた

します。

この支援制度は、近年、全国的な生活保護

受給者の増加に対応し、生活保護に至る前の

自立支援に向けた強化を図るとともに、生活

保護から脱却した方が再び生活保護に頼るこ

とのないようにすることを目的に、議員おっ

しゃるように平成２７年４月からスタートし

た制度であります。

まず、当市の取り組み状況についてであり

ますが、同年５月から専門の支援相談員１名

を配置し、市民の皆様からの生活困窮支援事

業に係る相談を受け、一人一人の状況に合わ

せた支援プランを策定し、市の関係課、市社

会福祉協議会、ハーローワーク等関係機関と

連携した支援体制のもと、自立相談支援事業

及び住居確保給付金事業を実施しておりま

す。

次に、自立相談支援事業の相談件数であり

ますが、本年２月末現在、１１４件となって

おります。年齢別では、３０代から５０代の

働き世代が全体の５割を超えております。相

談経路では、本人が直接窓口に訪れるという

のが全体の８割となっております。相談の主

な内容では、経済的困窮、就職活動の困難、

家計管理の課題が上位となっております。

今年度の相談者の傾向といたしましては、

２０代から３０代の若年世代の相談件数がふ

えております。

なお、当市の支援成果としては、これまで

３６名の方が就労に至っておりまして、ま

た、住居確保給付金支給件数は１０件で、支

給額では、総額９３万６,６００円となって

おります。

いずれにいたしましても、今後とも自立、

就労に向けたさまざまな支援サービスを提供

することにより、その自立の促進に努めてま

いりたいと考えております。

私からは、以上であります。

○議長（小比類巻正規君） 経済部長。

○経済部長（山本 優君） 三沢市のインバ

ウンドに対する見解及び今後の対策について

お答えいたします。

訪日外国人旅行客、いわゆるインバウンド

につきましては、テレビや新聞等でも頻繁に

取り上げられているように、近年、急速に増

加しており、昨年は２,４００万人を突破し

たところであります。
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また、青森県におきましても、外国人旅行

客は、青森空港の国際定期便やチャーター

便、さらには、大型客船などの活用も図る中

で、着実に増加してきており、当市におきま

しても、市内随一の大規模宿泊施設を中心

に、平成２８年の外国人宿泊延べ数は約２万

４,０００泊となっているところでありま

す。

なお、市内における観光関連事業者の受け

入れ態勢といたしましては、多言語対応に苦

慮しているところもある一方、既に、積極的

に受け入れているところも出てきておりま

す。

当市といたしましても、インバウンド施策

の推進は、持続可能な経済構造を構築してい

く上で大変重要だと考えており、平成２８年

度は、東北観光復興対策交付金を活用し、そ

の基礎調査を実施しているところでありま

す。

また、平成２９年度以降、関連事業者を対

象としたセミナーの開催や外国人向けの看板

の整備等により、受け入れ態勢の充実を図る

とともに、インバウンド向け観光素材の磨き

上げや観光ルートの構築などを進め、新規誘

客の促進やリピーターの獲得を図り、現状の

経済効果をさらに向上させてまいりたいと考

えております。

なお、インバウンドのプロモーション活動

につきましては、現在のところ、当市単独の

実施では効果が薄いと思われることから、定

住自立圏による広域的な連携を図る中で、観

光地域づくりのかじ取り役となる日本版ＤＭ

Ｏの構築についても協議を進め、その中で実

施を検討してまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 佐々木議員。

○３番（佐々木卓也君） 御答弁ありがとう

ございました。

まず、質問の順番で、インバウンドのほう

でありますが、いろいろと取り組みを進めら

れているということでございました。

まず、言われているように、２０２０年に

は東京オリンピック・パラリンピックも実施

され、多くの外国人がさらに日本を訪れると

いうことにもなります。そういうことも含め

まして、三沢市としても、答弁にあったよう

なことをしっかりと進めていただきたいと思

います。再質問は特にございません。

次の生活困窮者自立制度の関係ですけれど

も、いろいろと必須事業だけでありますけれ

ども、相談支援だとか住居確保の給付金の実

施ということで、３６名が就労したとかとい

うことで、成果も上がっているということで

ございましたが、将来の貧困を防ぐという観

点から、それこそ任意事業でありましたけれ

ども、学習支援事業について、今後は必要で

はないかと考えているところでもあるのです

けれども、今後、実施する考えがあるかどう

か、再質問いたします。

それから、制度の着実な実施のためには、

早期発見、早期支援ということも必要になる

と思います。そのためには、きめ細やかな周

知も必要かと考えますが、今後どのように周

知について取り組んでいくのか、再質問いた

します。

○議長（小比類巻正規君） 市長。

○市長（種市一正君） ただいまの再質問に

お答えをいたします。

１点目の学習支援事業についてであります

けれども、当市では、何より相談者が経済的

困窮から脱却することを最優先に考えまし

て、生活困窮者自立支援事業等に取り組んで

まいりましたが、今後は、議員おっしゃるよ

うに、任意の事業であります学習支援事業に

つきましても、関係機関と協議をしながら、

実施について検討してまいりたいと考えてお

ります。

それから、２点目の生活困窮者自立支援制

度の市民周知についてということであります

が、市独自に作成した、いわゆるチラシを総

合社会福祉センターをはじめ、市の関係部署

に備えて、周知を図っております。

今後は、さらに民生委員とか児童委員、市

内の社会福祉施設等を通じまして、その周知
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拡充に努めてまいりたいと考えております。

以上であります。

○議長（小比類巻正規君） 以上で、佐々木

卓也議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

加澤明議員の登壇を願います。

○８番（加澤 明君） みさわ未来の加澤明

です。通告に従いまして、一般質問をさせて

いただきます。

まず、１点目の第１次・第６次産業の海外

への販路推進についてお伺いいたします。

本定例会の提出議案市長説明要旨の中にも

ありましたが、平成２９年度をもって、三沢

市総合振興計画の計画期間が終了するため、

計画に上げた基本理念の実現に向けて、計画

を仕上げることによって、市民の負託に応え

てまいりたいとあり、これから見込まれる厳

しい財政状況の中でも、平成２９年度の当初

予算編成に当たりましては、三沢市総合振興

計画の六つの基本方針に基づく都市像の実現

を目指し、市民福祉の向上を図り、市勢発展

に不可欠な事業を推進するための予算編成を

したとありました。

その中には、時代に適応した国際交流を展

開し、市民の国際性を養い、将来を担う人材

育成のため、グローバル人材養成セミナー事

業、高校生英語研修派遣事業等に所要の予算

を措置したと。また、農業の次世代育成振興

として、青年就農給付金のほか、経営体育成

支援事業費補助金を予算措置したと、市長よ

り説明がありました。

私もこれらの施策は、当市においては必要

な施策の一つではないかと考えております。

しかし、人材育成や給付金、補助金だけで

は、当市の本当の発展にはつながらないと思

うのであります。グローバルな人材育成や生

産者の安定した基盤づくりから、さらなる前

に進めることが重要だと思います。

私は、これらの第１次・第６次産業の発展

は、販売、販路、流通は、ローカル・ツー・

グローバル化、地方・地域から世界の時代に

なっていくと思っています。それがまた、次

世代の担い手に夢や希望を与える一つのもの

だと考えます。

しかし、その一歩を踏み出すには、生産者

にとっては、海外進出の経験がない等のリス

クを考えると、非常に勇気が要ることなので

す。三沢市は国際色豊かなまちです。グロー

バルな人材育成もこれから着実に結果が出て

きます。流通も地方から世界へとできる時代

です。あとは、行政がどのようにこの問題に

取り組むかです。

そのような観点を含め、１点目の質問をさ

せていただきます。

少子高齢化が進む中で、第１次・第６次産

業の国内消費減少が懸念されております。ま

た、海外からの安価な輸入品の農水産、ま

た、加工品などが国内消費され、生産者、若

手担い手にとってはどれも将来への不安材料

です。

そのような背景の中で、県、各市町村で

は、海外への販路を求める各生産者のため

に、海外で県産品フェアなどを催し、日本の

安心・安全をブランドとしてアピールしなが

ら、行政と生産者が一丸となり、販路拡大を

進めております。

また、青森県輸出拡大戦略において、２０

１５年の農水産物の輸出額は１９４億円、そ

のうちリンゴは８７億円であります。そして

木材、紙及びその製品は５３億円、合計で約

２４７億円となっております。これは、２０

１８年の目標額の２１０億円と推定された中

で、前倒しで達成しております。

このような中、三沢市でも、三沢市総合振

興計画の中に、農水産業の振興で、戦略、販

売、流通の拡大とありますが、当市において

も、行政として、地元生産者とともに、どの

ように海外市場開拓の政策に取り組み、考

え、進めるのかをお伺いいたします。

次に、特区における英語教育についてであ

ります。

三沢市総合振興計画の教育の充実の中に

も、創造性のある学校教育の推進があり、そ

の目標達成に必要な事業として、英語活動科
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推進事業、小中学校教員英語研修講座事業、

外国人青年招致事業、小中学校ホームステイ

事業などを挙げていますが、特に、当市で

は、平成１８年４月から、英語教育推進特区

として、市立小学校の１学年から６学年に英

語活動科が新設され、小学校では、英語指導

助手、ＡＥＴを配置して、聞く、話すことを

重視し、中学校では、外国語指導助手、ＡＬ

Ｔを配置して、授業の支援やイングリッシュ

キャンプなどを企画して、小学校では、英語

に興味・関心を持たせ、なれ親しませ、中学

校では、全体的な英語力の向上に努めており

ます。

私は、ことし１月２４日に、みさわ未来の

メンバーとともに、英語教育推進事業の先進

事例の視察として千葉県の君津市に行ってま

いりました。そこでは、君津市版英語検定、

君津市版英語コンテスト、小学校外国語活動

研修など、さまざまな事業を進めており、特

に英語検定は、習熟度合いに応じて、生徒全

員が１０級から１級のいずれかの級を受検す

ることができ、合格者には合格証が渡される

が、成績や高校入試には反映しないとして、

英語力を向上させる取り組みをしていまし

た。

さらに君津市では、英語によるコミュニ

ケーション能力の育成は、学校教育の最重要

課題として考え、通常のテストや学力テスト

の結果を踏まえて、効果を検証すると言って

おります。

当市も英語特区として、さまざまな事業を

展開しながら英語力の向上を図ってきたと思

います。しかし、１０年が経過した中で、こ

れまでにどのように成果が評価され、検証さ

れているのか、また、次期学習指導要領改訂

案の中で、小学校の外国語活動を３・４年か

ら始め、英語を５・６年で教科化するとあり

ます。

今後、これらのことを踏まえながら、特区

として、英語教育をどのように、三沢らしく

推進していくのかをお伺いいたします。

以上、質問を終わります。御回答のほどよ

ろしくお願いします。

○議長（小比類巻正規君） ただいまの加澤

明議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの加澤議員

御質問の販路推進については私から、英語教

育については教育長からお答えをさせますの

で、御了承願いたいと思います。

第１次・第６次産業の海外への販路推進に

ついてお答えをいたします。

当市では、全国に誇れるゴボウ、長芋、ニ

ンニクなどの農産物やヒルイカ、ホッキガ

イ、ヒラメなどの水産物、ブランドポークな

どの畜産物など、豊富で良質な１次産品に恵

まれておりますことから、これらを活用した

加工品開発や販路拡大について、補助金制度

を設け、支援しているところであります。

また、販路拡大については、補助金制度以

外にも農水産品の生産者や加工事業者に対

し、県内外で開催される各種イベントや首都

圏で開催される展示会、商談会への出展、さ

らには、三沢市特産品開発商品発表会の開催

などによりまして、ＰＲや商談の機会を創出

し、その支援に努めているほか、マスコミな

どの積極的な活用による情報発信も行う中

で、ブランド化についても取り組んでおりま

す。

海外への販路推進につきましては、少子高

齢化による人口減少を背景に、国内市場の縮

小が避けられない状況にある中で、海外に目

を転じますと、経済発展、人口増加、あるい

は富裕層の増加などが著しいアジアをはじめ

とする有望なマーケットが広がっております

ことから、農水産品の生産者をはじめ、６次

化に携わる事業者の所得確保、あるいは向上

を図っていくためにも不可欠な戦略であると

認識いたしているところであります。

なお、現時点での海外輸出に向けた市の支

援といたしましては、荷受け業者による豚肉

の海外輸出を図るため、平成２６年度から三

沢市食肉処理センターにおいて、ＨＡＣＣＰ
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手法にのっとったマネジメントシステムであ

ります、いわゆるＳＱＦの認証システムを導

入し、現在では、シンガポールへの輸出に向

けた申請書類の作成について、指定管理者や

荷受け業者との協議を進めているところであ

ります。

また、おいらせ農業協同組合においては、

全農あおもりを通じまして、長芋をアメリカ

に輸出し、三沢市漁業協同組合においても、

青森県が推進するＡプレミアム事業を利用

し、ホッキガイを香港、マレーシアにサンプ

ル輸出するなど、徐々にではありますが、海

外輸出に向けた動きが練られてきておりま

す。

市といたしましても、今後さらに増加が予

測される海外輸出の需要に対応していくため

にも、ＪＥＴＲＯや青森県などの関係機関と

の連携を図りながら、海外輸出に向けた支援

体制について前向きに検討してまいりたいと

考えております。

私からは、以上であります。

○議長（小比類巻正規君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 特区における英語

教育についてお答えいたします。

はじめに、英語教育推進特区として、これ

までにどのように成果が評価され、検証され

ているのかについてお答えいたします。

当市の全小学校では、平成１１年７月に、

内閣府から英語教育推進特区の認可を受け、

平成１８年度より、英語活動科の授業を週１

時間実施しております。その後、平成２０年

度には、文部科学省指定、教育課程特例校と

変更となり、現在に至っております。

英語活動科の指導内容は、三沢市小中学校

英語教育推進委員会が独自に作成した、三沢

市小中学校英語教育指導計画に基づいた授業

の実施、小学校全学級への英語指導助手の派

遣及び国際理解教育講師の派遣、そして、英

語学習の実践の場として、基地内小学校との

交流事業を指導の重点として実施してまいり

ました。

平成２８年２月に、児童を対象として実施

した英語活動科のアンケートでは、９３％が

英語活動の学習は楽しい。８８％が、進んで

英語を話そうとしている。７７％が、将来、

英語を使ってみたいと回答しております。

また、教師を対象としたアンケートでは、

子供が人前で自信を持って話したり、積極的

にコミュニケーションをとったりするように

なった。外国の方を相手にしても物おじしな

い態度が身についたなど、表現力やコミュニ

ケーション能力が向上したという回答が多く

挙げられております。

教育委員会のこれまでの成果目標の評価と

しては、児童の英語に関する関心が高まり、

グローバル化した社会で生きていくための資

質や能力の素地が養われていると捉えており

ます。

また、家庭学習で外国のことを調べたり、

他教科でも積極的に自分の意見を話そうとし

たり、将来は英語を使える仕事につきたいと

いう夢や希望を抱いている児童が多く見られ

るなど、英語活動科の学習が、家庭学習、他

教科、将来の夢にも波及していることがうか

がえます。

さらに、５・６年生では、読む、書くの文

字指導を行っていることで、小学校から中学

校へのスムーズな接続が図られ、中学校１年

生を対象に、小学校での学習の成果を把握す

る英検ジュニアにおける平均正答率が８割を

超えています。

また、平成２８年度の青森県学習状況調査

における市内中学校２年生の英語は県の平均

を大きく上回り、ここ数年、この傾向が続い

ており、中学生の英語力も高い水準となって

おります。

このことからも、教育委員会としては、英

語教育推進特区の英語活動科の実施におい

て、総合的な評価として、確かな成果がある

ものと検証しております。

次に、今後、特区として、英語教育をどの

ように推進していくのかについてお答えいた

します。

小学校では平成３２年４月、中学校では平
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成３３年４月から、本格実施となる新学習指

導要領を踏まえ、小中学校の英語教育への対

応につきましては、これまでに実践してきた

指導内容や指導方法の見直し、改善を行い、

三沢という地域の特性を生かし、平成２８年

１２月、中央教育審議会答申の中で示された

三つの柱を重点として指導してまいりたいと

考えております。

一つは、何を知っているか、何ができるか

を具体化し、聞く、話す、読む、書くという

４技能のバランスのとれた知識・技能の教育

内容を推進してまいります。

二つは、知っていること、できることをど

う使うかという思考力、判断力、表現力等の

活用能力の育成のための授業と特別活動等を

連動させ、さらなる充実を図ってまいりま

す。

いま一つは、どのように社会、世界とかか

わり、よりよい人生を送るかという学びに向

かう力や人間性について、子供たちが粘り強

く挑戦し続けることや、相手の考えを尊重す

る態度の育成に努めることとしております。

この三つの柱に係る主な事業として、指導

力向上のための教員研修や、小中学校英語教

育指導計画第４版の作成・発行及び英語教育

推進委員会による各事業の充実並びに三沢市

中学生イングリッシュキャンプ、そして、基

地内小学校との交流の推進、外国人講師等に

よる国際理解教育の拡充、さらには、中学校

３年生を対象とした英語検定３級受検を原則

とした検定料補助を実施し、教育課程特例校

として、英語教育をさらに推進してまいりた

いと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 加澤議員。

○８番（加澤 明君） 第１次・第６次産業

の海外販路の推進ということで、市長のほう

から具体的な説明をいただきました。その中

には、地元でも大手になりますけれども、ま

た、農協、ＪＡ、組合、そういう大きい規模

では、県のＡプレミアムなどを利用しなが

ら、現在、推進されていると。これはこれで

非常に大変すばらしいことで、海外販路拡大

のまず一歩だと思います。

ただ、私が期待するのは、生産者が直接こ

ういう問題にかかわっていける状態を市とし

てやっていっていただきたい。それが若い担

い手に本当に夢とかを与えるものだと思うの

です。

今、第１次産業なんかは、ベトナム、フィ

リピン、中国などから労働者として雇い入れ

ているわけです。その労働雇用に対しても、

生産者が直接現地に行って採用して、連れて

きている現状があります。現場では、もうグ

ローバル化しているわけです。せっかく自分

たちはそういうラインを人材でもってつくっ

ていっているのですけれども、さて、販路と

なると、やはり一歩後ずさりしてしまうとい

う話を私は聞いたので、今回こういう質問を

したのですが。

近年、ことしなのですけれども、１月１８

日から２２日、青森市、弘前市、八戸市、東

北町、おいらせ町、新郷村、６市町村でベト

ナムのハノイのイオンモールロンビエン店と

いう、ジャスコのハノイのベトナム店で、

ジャパン青森フードフェアというのをやって

いるのです。

これは、単なる事例ですけれども、昨年も

ホーチミンのほうでもやっているという話を

聞いていました。県なんかでも台湾だとかベ

トナムもそうなのですけれども、各地でＰＲ

活動をしているということです。そのとき

も、企業も行っているのですけれども、個人

の方々も結構行っているのです。それは、行

政と行くと新しいものが見つかるし、安心感

を求めながら前に進めるということで、つい

ていっている方もおりました。

そして、たまたまきのうの新聞で、県の一

般質問の回答の中で、県のほうで、アジア圏

市場調査へということで新聞に載っておりま

した。

これをちょっと読みますけれども、今、市

長もＡプレミアムという表現をいたしまし

た。これは、前々から県とヤマト運輸が共同
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開発した流通形態の一つでございます。これ

は非常に、個人の生産者も活用できる流通形

態なのです。ＪＥＴＲＯとか日本貿易機構と

か、そういうのは結構大きい機構で、組合だ

とか団体、企業なんかが使いやすい流通形態

だと思います。その中で、県のほうも香港、

台湾、マレーシア、シンガポールに、販路を

調査するために、関連予算で２,０００万円

つけたということをやっております。やはり

市のほうもこういうものを利用するべきだと

思うのです、私。市単独で動くというのは、

やはりこれも最初の取っつきというのは大変

だと思うのです。やはり県も推進しています

し、例えば八戸、青森、弘前、確かにやって

います。しかし、大きい市部です。でも、新

郷村とか、村単位でも参加して行っているわ

けです。彼らも県とタイアップしながら、い

ろいろ前に進めていっているわけなのです。

三沢市も、生産者、今、担い手がない時代

です。そういう人たち、いろいろなバージョ

ンを選択できる場面をつくるために、行政と

してしっかりその道筋をつけるような施策を

してほしいと思うのですが、市のほうとして

は、県のものとタイアップして、個々の生産

者とかかわって、これを進めていく考えがな

いのか、お伺いいたします。

○議長（小比類巻正規君） 経済部長。

○経済部長（山本 優君） ただいまの加澤

議員の県との取り組みと連携した形で、小さ

な生産者等でも海外輸出に向けた取り組み

を、市としても積極的に支援するようなこと

をやっていってほしいという御質問でござい

ましたが、例えば、２６年から青森県フェ

ア、ハワイやロサンゼルス、シアトルなどで

行われております。これに三沢市の企業も参

加し、そして、ある一定の量を販売し、そし

てその後、そのスーパー等から注文が来てい

ると。現在のところ、２８年には２回、１０

０個、１５０個という単位で注文が来て、そ

れらがスーパーで売られているという形にも

なっております。

市としても青森県フェアなどに、こういう

のがありますということで、いろいろな企業

に声をかけ、そして、必要な書類作成等にも

協力をしながら、進出に向けて取り組んでお

りますので、今おっしゃったような形のこと

を、より積極的に取り組んでいきたいと考え

ております。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 加澤議員。

○８番（加澤 明君） 今、再質問ではござ

いません。今の部長の説明の中に、企業だと

か、１００個、１５０個送ったとか言ってい

ましたけれども、中身が全然説明になってい

ないのですけれども、再度回答をお願いしま

す。

○議長（小比類巻正規君） 経済部長。

○経済部長（山本 優君） 今のは、生産者

ということではないのですが、グロースとい

うごぼう茶の会社がございます。地域ぐるみ

で一体となって６次産業化を進めている企業

ということで、ここが、先ほど言ったよう

に、４回ほど青森県フェアに参加し、そこで

は約１,９５０個のごぼう茶を売り、そして

その後、注文として２５０個、スーパーから

注文が来ていると。

そういう取り組みもございますので、いろ

いろな形で市内の農業者、そして企業等が海

外に向けて輸出、販路拡大を図りたいという

ことがわかった場合には、こちらのほうとし

ても積極的に働きかけていきたい。また、こ

ういうのがありますということで、募集をか

けていきたいというふうに考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 加澤議員。

○８番（加澤 明君） 今の件でまた再々質

問、最後の質問をさせていただきます。

今、部長のほうからも答弁がありました

が、それなりに三沢市も企業等、また、小さ

いながらも生産者が事業者に手渡してそれを

やっていただいていると。それも実績でしょ

う。

しかし、私が言っているのは、やはり生産

者が直接そういうものに携わって、また、６
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次産業をやった人間が直接それに参加できる

ような、そういう体制づくりを言っているの

です。

確かに、希望者が、１００人募集して１０

０人来るかどうかわかりません。だけれど

も、若手の農家なんかは、そういう夢を持っ

ているという方もいるのです。県でもこうい

うようなものをやっていっているわけですか

ら、ぜひとも前に進めていただきたい。

あと、質問でもしましたけれども、総合振

興計画の中には、販路の拡大とあるのです。

そこの部分は、資料の奥深いところまでは

載っていませんので何とも言えませんけれど

も、やはり販路の拡大というものは、市でも

認めているわけです。ですから、次期総合計

画の中にはきちんと海外戦略という部分を盛

り込んで、進めていってほしいのですが、そ

の辺のお考え、市長、答弁のほうをよろしく

お願いします。

○議長（小比類巻正規君） 市長。

○市長（種市一正君） 再々質問にお答えを

いたします。

海外の販売については、今まではどちらか

というとＪＡを介して生産者の方も行ってい

るようでありますけれども、直接行政の職員

がそれに対応したというのはございません。

最近は、富裕層がアジアでもふえておりま

して、価格で勝負するというのは難しいけれ

ども、やはり日本の安全・安心という産品、

非常に評価を得ておりますので、そういう意

味では、非常に市場が拡大しているなと、そ

んな思いがあります。

ですから、機会がありましたらというより

は、つくって、行政の職員も肌で感じて、そ

ういうものを体験して、今後の販売につなげ

るように、あるいはまた、生産者も一緒に

なって、そういうことを体験できるようなこ

とを考えればいいなと思っております。

私の所感でありますけれども、実は、全農

時代に、日本はオーストラリアから米を１０

万トン輸入しておりますけれども、そういう

ことにちなんでオーストラリアに行ってきま

したけれども、そうしたら、あの国は、生産

の９８％は輸出でありますので、自国の国民

というのは非常に少ないわけであります。

とったものがほとんど輸出されるという国で

あります。

したがいまして、我々がオーストラリアに

行きますと、空港まで追いかけてきまして、

農家の方々は、何をどういうふうにつくった

ら日本で買ってもらえるのですかと、空港ま

で来ます。ですから、日本の農家というの

は、どちらかというと農協が販売するという

ような形になっておりますので、自分たちの

つくったものが、どういう経路でどういう販

売をされているのかというのは、どちらかと

いうと非常に理解をされていないというよう

な嫌いがありますけれども、外国では、自分

たちのつくったものをどう販売するかとい

う、非常に商魂たくましいといいますか、そ

ういうものがあってびっくりしたのですが、

やはり日本の農家も意気込みを持っていただ

けるような環境をつくっていくべきだなと、

そんな思いをしております。

以上であります。

○議長（小比類巻正規君） 加澤議員。

○８番（加澤 明君） ２点目の英語教育の

再質問をさせていただきます。

教育長のほうからるる説明がありまして、

小学校でも大変子供たちの評価を得ている

と、数字的にも、楽しんでいる回答が、かな

り高い回答が来て、これはこれで大変成果が

上がっていると思います。

やはり小学校というのは、体育で言ったら

実技とか、そういう部分まで到達しなくても

いいと思っているのです。本当に楽しんで、

身近に触れて、それが日常生活の中に出てく

るぐらいなじんでくれれば、私は、小学校の

教育はそれでいいと思っているのです。成績

云々は別にして。

その形で楽しんでいくのですけれども、中

学校に入る、そうすると、やっぱり文法だと

か、いろいろな難しい分野に入っていきます

ので、逆に嫌いになる。楽しかったけれど
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も、中学校に入ったら余り楽しくないのだ

と。英語離れしていく子供も結構いると私は

聞いております。ただし、学校の平均値でい

くと、青森県では常に平均以上になってい

る。これも多分評価なのかなという気はいた

します。

ただ、私、今回この質問をする上で、聞き

取りなんかのときもそうだったのですけれど

も、小学校は検定はないですからあれなので

すけれども、中学校で検定をするのだと。そ

の検定は、希望者に実費で検定をさせて、１

０人以上集まらないとできないのだと。もし

それが実際、何年生の何級の試験かわかりま

せん、どこかの部分でそういう部分があるの

かどうかわかりませんけれども、事実それが

そういう形であれば、本当に平均が出ている

のか、本当に小学校の実績がそこにあらわれ

ているのかというのが出てこないと思うので

す。

好きな子はお金をかけてでも勉強する。実

費でも勉強する。でも、今、貧困家庭も先ほ

どちょっとありましたけれども、そういう家

庭もある中で、試験を受けて何になるか、お

金、ためらう家庭もあるのかなという気がす

るのです。そういう部分を、実際そうであれ

ば、そういう検定の仕組み自体が基本的に違

うのではないのかなと、特区として。その辺

の事実関係と、お考えをちょっとお伺いいた

します。

○議長（小比類巻正規君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 加澤議員再質問の

市内中学校生徒の英語検定受検についてお答

えいたします。

中学校３年時実施予定の英語検定について

は、現在、中学校１年生で実施している英検

ジュニアが初期の成果目標を達成しているこ

と並びに平成２７年６月、文部科学省が公表

した生徒英語力向上プランにおいては、卒業

時に英検３級程度の英語力を目標としている

ことからも、次年度より英検ジュニアを廃止

し、新たに中学校３年生を対象に、英検３級

受検を原則とした、１人１回の検定料全額補

助を平成２９年度当初予算に盛り込んだとこ

ろであります。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 加澤議員。

○８番（加澤 明君） 再々質問なので、こ

れが最後になりますので、しつこい議員だと

思わないで聞いてほしいのですが。今、教育

長のほうからも、３年生の部分は経費負担し

ながら検定するということですよね。

ただし、私、視察したところを見たから、

どうだこうだと比べたくはないのですけれど

も、やはり１年生から、１年、２年、３年を

きちんと、１年生のときの評価というのは、

小学校でやってきたことのレベルでいいと思

うのです。

君津市の場合は、自分たち独自で検定試験

をつくっているのです、校正しているので

す。そうすると、小学校でやってきたのを反

映するために、１年生でどれだけ反映してい

るのか。また、２年生では、中学校１年生で

勉強した部分がどこまで反映されているの

か。３年生のときはどこまでと。そして全て

の、１年生、２年生、３年生の検定試験料は

市が負担しているのです。級も１０級から１

級まで幅広い級があります。そして、自由に

どの級でも受けられるのです。落ちた級で

あっても、また再度受検もできる。そういう

システムづくりをして、君津市から世界に羽

ばたく子供たち、夢を持つ子供たちを育てよ

うという形でやっているのです。

私、三沢市、特区じゃないですか、英語特

区ですよ。特区ではないところが、頑張って

これだけの、後で、資料もありますから、も

しごらんになるのだったら提供しますけれど

も、本当に独自に予算をかけながらやってお

ります。

これは行政との問題にもなりますけれど

も、やはり特区である以上は、確かに小学校

の外国指導助手は、国のほうから補助金も

らって、中学校は市の負担ですかね、そうい

う形でやっていて、なかなか予算厳しいのも

わかります。そこの部分で、国からいただい
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ている部分もあるわけですから、君津市はそ

ういう部分はないのです、特区ではないか

ら。ですから、やはり特区であるのであれ

ば、国際色豊かなまちであれば、１点目の質

問でも、グローバルな人材、グローバルな農

家の子供たちが出てもいいと思っているので

す。それが教育だと思っているので。やはり

１年生からきちんとそういう形でやれば、数

字の評価も出る。

君津市ではその評価を公表していないので

す。生徒には合格したのはわかります。で

も、評価は公表しない。ただ、何％受かった

とか、合格率は学校同士で共有しているそう

です。それはなぜかというと、指導者のレベ

ル向上を図るために必要だと言っていまし

た。自分の教えた学校の子供たちが成績が低

い、ほかの中学校は成績がいい、そうなった

場合、教える側にも責任出てくるではないで

すか、そういう部分を認識させるためにも、

そういう制度をつくったそうです。

ですから、まねろ云々ではないのですけれ

ども、きちんと公平に、１年生のときからき

ちんとそういう体制づくりをぜひともやって

いただきたいし、予算的にどうだこうだとい

う心配があるのであれば、堂々と行政のほう

に言ったらいいではないですか。私は、人材

というのは費用対効果は関係ないと思ってい

ますので、やるべきものには金を使う、これ

が行政の仕組みだと思っているので、その

辺、教育長、もう一度お考えを最後にお伺い

いたします。

○議長（小比類巻正規君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 加澤議員の再々質

問にお答えします。

中学校における全学年の英語検定受検につ

いては、パーセンテージから追って、中学校

３年生と、先ほど再質問で答弁したわけなの

ですけれども、１年、２年時の必要性、特に

２年生の必要性も、加澤議員御提言のとお

り、あるのではないかと思っております。予

算面等もございますので、その点、難を踏ん

で、２年、３年、また１年生もさらに含めて

という形で検討してまいりたいと思っており

ます。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 以上で、加澤明

議員の質問を終わります。

この際、午後１時まで休憩いたします。

午前１１時１０分 休憩

────────────────

午後 １時００分 再開

○議長（小比類巻正規君） 休憩前に引き続

き、会議を開きます。

ここで、議事日程の訂正がございます。本

日の議事日程第２については、お手元に配付

いたしました正誤表のとおり訂正を行いたい

と思います。

ここで、議長を交代します。

○副議長（太田博之君） 議長を交代しまし

た。

それでは、一般質問を次に移ります。

遠藤泰子議員の登壇を願います。

○５番（遠藤泰子君） ５番遠藤泰子でござ

います。

今回の一般質問は、健康問題についてお伺

いいたします。三沢市が未来に誇れる健康都

市となることを願いまして、３点質問いたし

ます。よろしくお願いいたします。

１点目の質問は、健康都市宣言後の取り組

みについての質問です。

三沢市では、平成２７年５月２５日に健康

都市宣言大会が行われました。宣言では、減

塩やバランスのよい食事、適度な運動、健康

診査の受診など、一人一人の意識向上と行動

の推進を誓ったところであります。

さて、この健康都市でありますが、ＷＨ

Ｏ・世界保健機関の提唱する健康都市とは、

都市の物的・社会的環境の改善を行い、そこ

に住む人々が互いに助け合い、生活のあらゆ

る局面で自身の最高の状態を達成するため

に、都市にあるさまざまな資源を幅広く活用

し、常に発展させていく都市としています。

また、これまでの健康は、個人の責任によ

るものと考えられてきましたが、住民の健康
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には、水や空気、安全な食べ物の確保、居住

環境、都市整備、教育など、個人の努力では

どうにもならない要因が複雑に絡み合って影

響しており、人々の人的・精神的・社会的健

康水準を高めるためには、都市のいろいろな

条件を整える必要があるとしています。

このような認識のもと、保健・医療とは無

縁であった活動領域の方々にも健康の問題に

深くかかわってもらい、住民の健康を確保す

るための仕組みを構築しようという取り組み

が、ＷＨＯの提唱する健康都市の取り組みと

なっています。

さて、当市の健康都市づくりであります

が、第２次健康みさわ２１計画においては、

全ての市民がともに支え合い、健康で助け合

うまちとしており、その推進体制として、市

民一人一人の主体的な取り組みとともに、個

人を取り巻く家庭、地域、保健・医療専門家

等の積極的な参加、協力を得ながら、社会全

体として個人の健康づくりを支援していくこ

ととしています。まさにＷＨＯの提唱する健

康都市の方向に沿った考え方であり、当市が

健康都市宣言を行ったことは大変意義深いも

のと考えております。

当市が健康都市宣言をしてからもうすぐ２

年となりますが、健康推進課を中心として、

市関係部署、関係団体等と連携し、研究しな

がら、それぞれの分野で、これまでさまざま

な取り組みを進めてきているものと思います

が、これまでどのような事業を実施し、健康

都市づくりへの取り組みをしてきたのかにつ

いてお伺いいたします。

２点目は、健康に関するさまざまな取り組

みに係る成果と今後の事業展開についての質

問です。

今年度からスタートした、市民一人一人が

自主的に健康づくりに取り組むための健康ポ

イント事業は、自分自身の健康づくりへの取

り組み結果が点数化、見える化されることに

より、意識の向上、意欲の向上につながって

いくものと思っております。

このような取り組みは、直接個人の健康に

大きくかかわる重要なことであり、今後も改

善を続け、さらに広く市民に参加してもらう

必要があると思います。

しかしながら、健康づくりは、保健・医療

の分野だけではなく、人々を取り巻く環境づ

くりも大切であり、健康を個人の責任として

のみ捉えるのではなく、社会全体、まちぐる

みで多くの市民を巻き込みながら、社会環境

そのものを健康にしていこうという取り組み

が必要であり、ほかの健康都市宣言をした多

くの自治体では、ＷＨＯが提唱する健康都市

づくりを進めております。

御承知のとおり、長寿日本一となった長野

県では、健康づくりのためのさまざまな事業

に取り組み、その成果を上げてきました。当

市も健康都市宣言をしたからには、成果を出

していくことが求められているものと思いま

す。

たくさんの事業、施策をやっているからよ

いというものでもありません。同じ事業を

やっても、やり方によって全く結果が異なる

場合もあります。事業内容のクオリティーが

結果となってはね返ってくるのだと思いま

す。

事業の成果を数値化することは難しいとは

思いますが、市民の声、健康意識の盛り上が

り、市民活動への影響など向上したものがあ

るとは思います。健康都市宣言後に行った各

種の事業において、どのような成果があった

のか、お伺いいたします。

また、これまでの取り組みを行った結果を

踏まえて、今後の事業展開をどのようにして

いく考えなのか、お伺いいたします。

３点目は、国民健康保険加入者の人間ドッ

クの取り組みについての質問です。

当市の健康都市宣言の一つの柱となってい

る健診ですが、健診には、生活習慣の改善に

より病気を発症させない１次予防と、自覚症

状がない状態から、異常を早期発見する２次

予防の二つの役割があると思います。

健診をきっかけとして、減塩やバランスの

よい食事、飲酒、喫煙、ストレス、適度な運
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動など、病気になる前の段階のライフスタイ

ルを見直し、改善することは、罹患リスクの

低減につながることから、一人一人が主体的

に取り組むべきであると思います。

さて、三沢市の国民健康保険に係る健診に

ついてですが、当市では、特定健診のほか、

任意健診である人間ドックも行っておりま

す。特定健診と人間ドックの違いは、検査項

目数の違いであり、胸部レントゲンや眼圧、

聴力、腎機能などの検査は特定健診にはな

く、早期発見のため、より詳細に健康状態を

調べるには人間ドックを選択する必要があり

ます。

健康都市宣言後には、健康づくりへの意欲

が高まり、人間ドック希望者が増加したかど

うかは気になるところではありますが、今回

お伺いしたいのは、当市の人間ドックの健診

率は、他自治体と比較してどのような状況な

のかであります。

お隣の六戸の人間ドックの状況を調べてみ

たところ、六戸町においては、国保の人間

ドックを八戸西健診プラザと五戸病院に委託

しているとのことで、４０歳以上の個人負担

は７,０００円、４０歳未満の個人負担は２

万円となっており、平成２７年度の人間ドッ

クの受診者は、対象者２,５８１人のうち、

日帰りドック、１４４人が受診されたとのこ

とであり、５.５８％の検診率であるという

ことでした。

一方、当市におきましては、国保加入者の

日帰りドックの募集案内は、広報みさわ１２

月号で行っており、対象は４０歳以上、個人

負担は１万円。日帰りドックの募集定員は４

０人、脳ドックは７０人となっておりまし

た。国保加入者数から見て、人間ドックの健

診率は低いのではないかと感じているところ

です。

参考までに、おいらせ町の平成２８年度の

日帰りドックの募集は４７０人、脳ドックの

募集は１５０人となっております。隣接する

六戸町やおいらせ町よりも少ない状況となっ

ております。

それぞれの自治体によって取り組み方が違

うと思いますので、一概には判断できないと

は思いますが、当市の国保の特定健診のお知

らせについては、年度はじめに、直接国保加

入者に郵送されておりますが、人間ドックに

ついては、広報みさわとホームページで周知

しているということであり、周知方法にも課

題があるのではないかと思います。

当市の人間ドックの健診率は、県内１０市

の中ではどのような状況となっているのか、

お伺いいたします。

以上で、私の登壇しての一般質問を終わり

ます。

○副議長（太田博之君） ただいまの遠藤泰

子議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの遠藤議員

御質問の健康問題の第１点目、健康都市宣言

の取り組みについては私から、そのほかにつ

きましては市民生活部長からお答えをさせま

すので、御了承願いたいと思います。

当市では、平均寿命が全国平均を下回る現

状を改善するため、平成２７年３月に、早世

の減少と健康寿命の延伸を目指す、第２次健

康みさわ２１計画を策定し、地域が団結して

計画の推進を図っていくため、平成２７年５

月２５日、三沢市健康都市宣言を行い、減塩

やバランスのよい食事、適度な運動、健康診

査の受診など、一人一人の意識向上と行動の

推進に取り組むこととしたところでありま

す。

健康都市宣言後の健康にかかわる部署の取

り組みについてでありますが、まず、健康推

進課では、運動習慣の定着を目指して、昨年

度制作いたしました「みさわよいとこ体操」

を各種健康教育、市内４カ所の保育施設や各

町内会で実施し、自治振興公社主催の「チャ

レンジ 市民ひとり一芸－スポーツ交流祭」

の開会セレモニーでも実施いたしたところで

あります。

また、昨年６月から健康推進課と国保年金
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課が連携し、市民の健康意識の向上及び健康

診査やがん検診などの受診率向上、市民の健

康の保持増進を図るとともに、医療・介護給

付費の抑制及び市の活性化につなげるため、

健康ポイント事業を開始しております。

そのほか、平成２７年１０月からは、５０

歳以上のＰＥＴ－ＣＴ検診受診者に対する検

診費用の半額助成や、昨年４月から広報みさ

わに減塩などの食生活を改善するためのレシ

ピ紹介として、食生活改善推進委員会の協力

のもと、食改食堂の連載を行っております。

介護福祉課では、介護予防教室や健康相談

などの催し物の中で、健康都市宣言の話題に

触れながら、健康意識の向上を促す呼びかけ

を行ったほか、参加者と一緒に「みさわよい

とこ体操」を行っております。

市民スポーツ課では、昨年６月から９月の

週３回の早朝ウオーキングの際に、健康ポイ

ントのチラシの配布や、９月に開催した市民

ウオークの集いでは、健康ポイントの窓口を

設置して、健康意識向上についての周知を

行っております。

市立三沢病院では、毎月開催している院内

公開講座に、気になる病気の話の中で、生活

習慣病や健診の勧めの講座も開催いたしてお

ります。

今後におきましても、健康づくりの推進に

一層努めてまいります。

私からは、以上であります。

○副議長（太田博之君） 市民生活部長。

○市民生活部長（繫 範雄君） 健康都市宣

言後の取り組みについての第２点目、健康に

関する取り組みを行った成果と今後の取り組

みについてお答えいたします。

これまでの成果につきましては、市民から

は、頑張って健康ポイントをためようとか、

参加して体力が向上し、体が動かしやすく

なったとの感想や、事業そのもの継続を望む

声も数多く寄せられており、健康にかかわる

関係部署が意識を持って取り組みを行ってい

ることから、市民の間には健康意識が浸透し

てきているものと考えております。

新年度からは、ウオーキングマップを活用

する計画であり、健康ポイント事業も継続す

るなど、引き続き健康にかかわる関係部署と

連携しながら、市民の皆様の意識向上と行動

の推進につなげてまいりたいと考えておりま

す。

次に、御質問の第３点目、三沢市国民健康

保険加入者のドック健診についてお答えいた

します。

ドック検診は、国民健康保険の自主事業と

して、当市では、平成２４年度から国民健康

保険加入者の疾病の早期発見及び健康管理の

推進を図ることを目的として、ドック健診を

希望する方に費用の一部の助成を行っており

ます。

対象者は、毎年１２月１日現在、国民健康

保険加入者の４０歳から７４歳までの方で、

人間ドックは三沢市立三沢病院、脳ドックは

三沢市立三沢病院と三沢中央病院で実施して

おります。

受診希望者は、どちらか一つ健診を選んで

いただき、自己負担は１万円とし、人間ドッ

クは２万２,４００円、脳ドックは１万１,６

００円から１万４,６００円の助成を行って

おります。

ここ数年、受診を希望される方がふえてき

ているため、これまで、年々定員数をふやす

など、希望者が全員受診できるよう取り組ん

でいるところでもあります。

人間ドック、脳ドック助成事業の県内１０

市の実施状況は、人間ドック、脳ドックの両

方を実施しているのは、本市を含め４市。人

間ドックのみ実施は２市、脳ドックのみの実

施は１市、実施していないのは３市という状

況にあります。

対象者や自己負担額など、各自治体独自に

実施している事業でありますので、それぞれ

によって異なっております。したがいまし

て、各自治体が実施しているドックの受診率

については、統一的な基礎データがないた

め、現状では比較が困難な状況となっており

ます。
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人間ドック、脳ドックにつきましては、詳

細な検査を受けることができるため、今後に

おきましても、健診を希望される方の動向を

注視しつつ、他の健診等をお知らせする際

に、人間ドック、脳ドックについての情報も

あわせて掲載するなど、周知方法や、より受

診しやすい実施の取り組みについて、さらに

検討してまいりたいと考えております。

以上でございます。

○副議長（太田博之君） 遠藤議員。

○５番（遠藤泰子君） 御答弁ありがとうご

ざいました。

先ほど健康都市づくりについては、市長の

ほうからお話があったのですけれども、それ

ぞれ健康推進課とか、いろいろな部署のほう

で取り組みは行っているということでの報告

でありましたけれども、担当職員の方とか、

あと、保健協力員、食改も食改食堂という形

で、一生懸命頑張っているというのは承知し

ています。

これからの取り組み方次第では、もっと

もっと、例えば先ほど「よいとこ」もやって

いました、新しくやりましたと言って、４カ

所の保育所に行っています。それから、何か

のときにやっていますということとかの話と

かあるのですけれども、やり方次第では、

もっともっと広めたりとか、また、意識につ

ながるようなやり方というのはあるかと思い

ますので、さらに大きな成果が出るようなや

り方というか、そういうのを検討していただ

ければいいといいと思います。

あと、健康都市づくりについては、先ほど

の話の中でも出たのですけれども、とにかく

医療とか保健とかの分野ではない人、関係な

い方々をどうやって巻き込んでいくかという

ところが成功の鍵ではないかと思うので、今

後、さらにいい方向に進むことを期待してお

ります。

あと、人間ドックについてなのですけれど

も、国民健康保険の事業運営全体の中で、人

間ドックを含めた各種の取り組みについて

は、総合的に検討しなければいけないと思い

ますので、今も検討していると思いますけれ

ども、いろいろな状況を踏まえた上で、先ほ

ど周知方法とか、いろいろなことも出ていま

したけれども、常にその辺のところの気づき

とか、そういうところを考えながら、とにか

く健康都市宣言をしたのだということを念頭

に置いて取り組んでもらえればと思っていま

すので、再質問はありませんので、よろしく

お願いいたします。

○副議長（太田博之君） 以上で、遠藤泰子

議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

春日洋子議員の登壇を願います。

○１２番（春日洋子君） １２番、公明党の

春日洋子でございます。通告の順に従い質問

してまいります。

はじめに、行政問題の１点目、三沢市高校

生議会についてお伺いします。

新年を迎えての１月１０日、ここ議事堂に

おいて、初の三沢市高校生議会が開催されま

した。８名の高校生議員が行った市政に対す

る一般質問の内容は、既に新聞報道や広報み

さわ２月号において詳しく掲載されていると

ころではありますが、ここで改めて御紹介し

たいと思います。

その質問内容は、市民が市政に興味を持つ

ために、芸能人を呼んで討論会のようなもの

をしたらどうか。中心市街地にテラヤマ・

ロードを設けたのはなぜか。中心市街地活性

化へ向けて、観光に生かすためにスタンプ

カードをつくり、決められた数の飲食店を利

用し、規定数を利用したらクーポンを配布す

るのはどうか。三沢市にアニメイトなどの漫

画・アニメのグッズ専門店を設置することは

できないか。喫煙者を減らす取り組みについ

ては、どのように考えているのか。三沢市か

ら百石を往復するバスの本数をふやしてはど

うか。スポーツの活性化のため、球場を改修

すればオリンピックに貢献できるのではない

か。高齢者ドライバーによる交通事故対策に

ついて、生活面でのサポートはどのようなも

のを考えているのか。三沢基地の騒音につい
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て、夜中や朝方から日中にずらすことなど、

調節することはできないのか。また、市民に

あらかじめ伝えることはできないのかなど若

者視点でのさまざまな質問に大変感心いたし

ました。

また、市長をはじめ副市長、担当課長から

のわかりやすく丁寧な答弁も印象的な高校生

議会であったと思います。

そこで、改めて市長より、初の高校生議会

開催に関しての所感と今後の開催に向けての

御見解をお伺いします。

次に、行政問題の２点目、市民マラソン大

会の開催についてお伺いします。

これまで私は、昨今の健康志向とあわせ、

生涯スポーツとしてのみならず、観光振興と

地域活性化を目指してのマラソン大会開催が

できれば、三沢市にどれほどの活気をもたら

すのだろうとの思いを抱き続けてまいりまし

た。

そんな中、茨城県水戸市で初のフルマラソ

ン大会である、水戸黄門漫遊マラソンが開催

されたとの新聞記事に目がとまりました。同

市のマラソン大会には、全国から約１万３,

０００人が参加。沿道は、ランナーを応援す

る市民の皆さんでにぎわい、地域を盛り上げ

ようと約３,０００人のボランティアが運営

を支えてくださったそうです。

マラソンコースは、偕楽園をはじめ、千波

湖や四季の原公園など、市内の代表的な観光

名所を通り、自然豊かな美しい風景を堪能で

きるようになっているとのことでした。

ランナーに飲み物や食べ物を提供する補給

所では、水戸の名産品干し梅など、趣向を凝

らした品々でランナーを出迎え、また、フル

マラソンを完走した人には、印籠を模した記

念のメダルが授与されました。

市民マラソン大会の開催については、平成

２７年第２回定例会においての一般質問に対

して、生涯スポーツとしてのコース設定、従

事スタッフの確保、緊急時の医療体制、ラン

ナーサポート体制など、主体的に運営に係る

組織や関係団体との連携等、検討課題がある

との答弁があったところですが、今年度より

市民スポーツ課が政策部へ部署がえとなった

ことを考え合わせ、再度、観光施策、地域活

性化を目指しての市民マラソン大会開催に向

けて、本市の御見解をお伺いします。

次に、市民生活問題の高齢者免許返納優遇

者特典の導入についてお伺いします。

７５歳以上のドライバーによる２０１５年

の死亡事故率は、７５歳未満の２倍超、相次

ぐ高齢ドライバーの重大事故を受け、警察庁

が先月公表した初の調査分析で明らかになっ

た実態です。

こうした中、７５歳以上の高齢ドライバー

の認知機能検査を強化し、免許更新を厳格化

する改正道路交通法が今月１２日からスター

トします。

各地の警察や自治体が協力して、免許証の

自主返納を促し、返納者には運転経歴証明書

を交付して、バスやタクシーの運賃割り引き

を実施するといった取り組みも進められてい

ますが、生活の足がなくなることから、体の

衰えを感じながらも、返納に踏み切れない人

もいるのが現状であり、超高齢社会を突き進

む日本において、高齢者の生活の質を落とさ

ない、安全・安心を推進していくことが求め

られています。

高齢者免許返納優遇者特典の導入について

は、これまで、平成２６年第３回定例会、平

成２７年第４回定例会に続き、今回で３回目

の質問となります。

平成２７年第４回定例会における答弁で

は、当市としては、高齢者の運転免許自主返

納制度の意義を十分踏まえ、当市の実情に即

した効果的な支援策が実施できるよう鋭意取

り組んでまいりたいと考えているとし、再質

問に対しては、当市の支援策としては、バス

の利用に係る支援を中心に、具体的な検討を

してまいりたいとの答弁であり、導入時期に

関しては、十分当市の実情に即した支援策を

精査し、まとまり次第に実施の方向でいきた

いと考えているとの答弁をいただいていま

す。
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そこで、これまでの検討内容と導入時期に

ついてお伺いします。

次に、健康問題の市民の健康増進受診率向

上の取り組みについてお伺いします。

３月１日から８日までは、女性の健康週間

でした。毎年３月１日から、国際女性の日で

ある８日までを女性の健康週間とすること

は、日本産科婦人科学会と日本産婦人科医会

が、女性の生涯にわたる健康を支援すること

を目指し、２００５年から提唱しています。

２００７年にまとめられた政府の新健康フ

ロンティア戦略アクションプランの柱の一つ

に、女性の健康力が掲げられたのを機に、翌

２００８年から厚生労働省も提唱者に加わり

ました。

女性の１２人に１人は、一生のうちに乳が

んにかかると言われており、２０１５年には

１万３,０００人を超える人が乳がんで亡く

なっているとの現状に、何といっても健康対

策の第一歩は、検診を受けることが大切であ

ると痛感します。

さて、昨年１０月、三沢市国民健康保険運

営協議会における国保事業優良都市視察研修

で訪れた山梨県甲州市では、特定健診受診

率、特定保健指導実施率とも年々上昇してお

り、平成２０年度の受診率は３０.９％で

あったのが、平成２７年度は５６.７％と

なっています。

甲州市では、受診率向上に向けた取り組み

を始める前の特定健診受診率は、山梨県の平

均より低かったことから、地域全体を捉え

て、住民との協働で地域全体の健康意識を上

げていくとの方針で取り組みをスタートされ

ました。

その取り組み内容を御紹介しますと、健康

カレンダーとともに、健康診断希望調査票を

全世帯に配布し、家族そろって、市が実施す

る健康診断について、受診希望を記入後、地

域の保健環境推進員が取りまとめ、市に提出

するものです。家族で、また、地域ぐるみで

の声かけが功を奏していることを実感するも

のでした。

本市においても、各種検診受診率が低迷を

続けている現状にあり、このような先進事例

を参考にして、市民の皆様の健康増進、受診

率向上につなげる取り組みが望まれますこと

から、その取り組みについて御見解をお伺い

します。

最後に、教育問題の小中学校におけるがん

教育についてお伺いします。

小中高生を対象に、がんを正しく知り、理

解を深めるがん教育について、文部科学省

は、昨年、授業の進め方などを示した指導案

を完成させ、都道府県の教育委員会などに発

信されたということでありました。

がん教育は、子供たちが健康や命の大切さ

を学び、生活習慣の改善なども考える重要な

機会として全国で実施されています。

指導案は、小中高校ごとにつくられてお

り、テーマは、小学校は、自分の命を輝か

す。中学校と高校が、がんと健康と、がん患

者への理解と共生の２種類となっていて、こ

のうち、中学校のがんと健康では、授業の目

標について、みずからの健康的な生活を実践

しようとする態度を身につける。疾病概念や

予防などについて正しい基礎知識を身につけ

るなどとしています。

東京大学医学部附属病院の中川恵一准教授

によると、日本では、男性の３人に２人が、

女性の２人に１人ががんにかかっているにも

かかわらず、受診率の向上に必ずしも結びつ

いていない現状があり、特に、女性特有のが

んの受診率の低さが課題となっています。

車の運転に例えると、生活習慣の改善は安

全運転、シートベルトががん検診に当たりま

す。いざというときに命を守ってくれるのが

がん検診です。今、がんが発見されても、全

体で６５％、早期がんなら１００％治ります

と述べられています。

若いときからがんに関する知識を学ぶの

は、予防の観点からも極めて大事であり、さ

らに、がん教育を受けた子供たちの９０％近

くが保護者に検診を勧めるとのアンケート結

果も出ており、学校でのがん教育を開始して
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から、大人の検診受診率が上がったとの自治

体の報告もあるとのことでした。

がん教育の主目的は、がんについて正しく

理解すること。そして、健康と命の大切さに

ついて、主体的に考えることができるように

することにあります。このことから、国の動

きと連動し、本市においても、がん教育の実

施に向け検討されるのか、御見解をお伺いし

ます。

以上で、私の質問を終わります。御答弁を

よろしくお願いいたします。

○副議長（太田博之君） ただいまの春日洋

子議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの春日議員

御質問の行政問題の第１点目、三沢市高校生

議会に関する所感と今後の開催については私

から、そのほかにつきましては副市長並びに

担当部長からお答えをさせますので、御了承

願いたいと存じます。

市では、若者の市政に対する意見を聞くこ

とと、若者の政治参画意識を高めることを目

的に、市議会及び市選挙管理委員会並びに県

立三沢高等学校、百石高等学校、六戸高等学

校の御協力のもと、三沢市高校生議会を去る

１月１０日に開催いたしました。

当日は、８名の高校生議員がこの場で、市

政に対する一般質問を述べ、市当局とのやり

とりを行ったところであります。

はじめに、高校生議会を実施しての所感で

ありますが、まず、よかった点といたしまし

ては、少人数ではありましたが、高校生の意

見を直接聞く貴重な機会を得られたこと。ま

た、参加した高校生にとりましても、市の施

策事業や議会制度などを実践的に学び、市役

所や市議会についての理解が深まるよい機会

になったのではないかと考えております。

一方、２時間３０分という時間枠により、

参加できた高校生の人数が少なかったこと

と、単に一般質問を考え、述べてもらうだけ

ではなく、日ごろから高校生に市政や議会制

度に対する関心を持ってもらう取り組みが、

まずは必要ではないかと感じたところであり

ます。

このようなことから、今後の高校生議会に

つきましては、基本的には、実施することが

望ましいと考えておりますが、さきに述べた

ように、市政に関心を持ってもらう手法を検

討するなど、今後のやり方を見直す必要があ

るのではないかと考えております。

したがいまして、今後の高校生議会のあり

方について、開催目的に沿う、よりよい形に

なるよう関係機関とともに検討してまいりた

いと考えております。

また、今回は傍聴者が少なかったことか

ら、再度開催する場合は、広報みさわやマッ

クテレビなどを通じまして、事前に周知を図

り、多くの方が傍聴に来てくださるよう努め

てまいりたいと考えております。

以上であります。

○副議長（太田博之君） 副市長。

○副市長（米田光一郎君） 市民マラソン大

会の開催について及び高齢者免許返納優遇者

特典の導入についての２点についてお答え申

し上げます。

まず、行政問題の第２点目、市民マラソン

大会の開催についてお答えいたします。

マラソン大会につきましては、健康志向の

高まりの中、マラソン競技人口も増加傾向に

あり、各地において大会が開催され、それが

定着し、毎年多くの参加者でにぎわっている

大会もあるところでございます。

当市においても市民マラソン大会を開催し

ていただきたいとの、平成２７年第２回定例

会においての春日議員からの御提案もあり、

県内において実施されている１６自治体の市

民マラソン大会について、参加者数、従事

者、事業費、距離、参加料等の調査を実施

し、情報収集を行ったほか、陸上競技協会の

意見もお聞きしていましたが、マラソン大会

の開催には至っていないところでございま

す。

マラソン大会を開催するに当たっては、た
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だ距離を設定するのではなく、景観や沿道な

どの精査やユニークな趣向を取り入れる等、

さまざまな工夫が必要であり、また、参加者

のけがや事故等への配慮も不可欠であること

から、多くの有識者や関係団体とも意見を伺

いながら、慎重に検討する必要がございま

す。

このことから、今後は、三沢市陸上競技協

会が開催していた、かつての小川原湖駅伝競

走大会や、過去に開催されました米軍主導の

米軍三沢基地内ハーフマラソン等についても

大会概要を精査し、また、先般開催されまし

た日米連絡協議会において、米軍側から、

(仮称)国際交流スポーツセンターのオープン

を祈念して、競争しないで楽しく走るファ

ン・ランのお話もあったことから、これらも

参考にしながら、三沢市体育協会をはじめ、

陸上競技協会などと協議を重ねて、どのよう

な魅力あるマラソン大会ができるかをさらに

検討してまいりたいと考えております。

次に、市民生活問題の高齢者免許返納優遇

者特典の導入ついてお答えいたします。

近年、全国各地で高速道路を逆走したり、

アクセルとブレーキを踏み間違えたりすると

いった、高齢者による重大事故の発生が連日

のように報じられております。

このような中、各都道府県の警察本部で

は、高齢者が無理に運転を継続しなくてもよ

い環境づくりを推進するため、趣旨に賛同す

る自治体や民間企業の協力を通じて、運転者

免許自主返納者支援制度を展開しておりま

す。その特典の効果もあり、大幅に返納者が

増加している自治体もあると伺っておりま

す。

当市といたしましても、運転免許自主返納

制度の意義を十分理解しており、また、当市

における高齢者ドライバーによる悲惨な事故

の発生を抑止する一つの施策として、この制

度に積極的に参加してまいりたいと考えてい

るところでございます。

その内容といたしましては、返納免許の際

に交付される運転経歴証明書に係る手数料

１,０００円の助成に加えて、バスやタク

シーなどの交通機関利用に係る助成等を組み

合わせた施策等を考えております。今後、速

やかに制度の詳細をまとめ、関係機関と協議

の上、決定してまいりたいと考えておりま

す。

以上でございます。

○副議長（太田博之君） 市民生活部長。

○市民生活部長（繫 範雄君） 健康問題の

市民の健康増進、受診率向上の取り組みにつ

いてお答えいたします。

当市では、市民の健康増進について、乳幼

児時期から成人期にかけ、各種健診、相談、

家庭訪問、健康教育等を実施し、健やかな発

育・発達の促進、規則的な生活習慣の確立

や、生活習慣病予防のための支援及び異常の

早期発見・早期治療につなげられるよう、各

関係機関との連携を図りながら実施している

ところであります。

受診率向上のため、がん検診と特定健康診

査を保健相談センターで同日に実施したり、

土曜日、日曜日や夜間健診の実施、北部地区

の方々には、新森地区集会施設でも実施して

おります。また、未受診者に対しましては、

電話やはがきなどにより、個別に受診勧奨を

随時行っております。

御質問の健康カレンダーにつきましては、

さまざまな形で実施している市町村があると

理解しております。また、健康診断希望調査

票につきましても、家族の健診状況を一覧で

把握できるなど、参考になる取り組みだと考

えておりますので、健康カレンダーとあわせ

て、先進事例の情報収集を行い、検討してま

いりたいと考えております。

以上でございます。

○副議長（太田博之君） 教育部長。

○教育部長（山本智香子君） 教育問題の小

中学校におけるがん教育についてお答えいた

します。

はじめに、がんに関する学習につきまして

は、主に小学校では体育科、中学校では保健

体育科の教科の中で、教科書を用いて行って
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おります。その学習内容は、学習指導要領に

基づき、小学校では、がんを含めた病気の発

生要因や予防について理解すること。中学校

では、健康な生活と疾病の予防について理解

をすることを狙いとしたものになっておりま

す。これらの教科指導におきましては、学級

担任や教科担当のほかに、養護教諭等を活用

した授業も行われております。

次に、教科指導以外の取り組みにつきまし

ては、薬物乱用防止教室や食育指導におい

て、がんの予防に関連した学習を行っており

ます。薬物乱用防止教室では、喫煙や飲酒は

がんなどの発生リスクを高めることや、未成

年者の場合、身体に与える影響が大きく、依

存症になりやすいことを理解するとともに、

喫煙や飲酒を防止するための具体的な方法等

についての学習を行っております。

食育指導では、食事の量や質の偏りが、が

んをはじめとする生活習慣病などの発生リス

クを高めることを理解し、バランスのとれた

食生活を送るための具体的な方法を実践でき

るよう、体育・保健体育科や家庭科及び特別

活動等と関連させた学習を行っております。

これらの学習においても、医師、保健師、

薬剤師、栄養士等の専門的な知識を有する外

部講師を活用するなど、各校の実態に応じ

て、児童・生徒の理解を深め、実践力を高め

るために工夫を凝らした指導を行っておりま

す。

さらに、教育委員会では、三沢市児童・生

徒の健康に関する調査結果等から、各校の健

康課題を明確にして、教科指導及び薬物乱用

防止教室や食育指導の充実を図るよう指導し

ております。

また、がん研究振興財団が作成した、がん

教育のパンフレットを中学校２年生全員に配

布し、副教材として活用することにより、指

導の充実を図るよう周知しております。

教育委員会といたしましても、がん教育を

含めた健康教育の推進は、三沢市教育大綱に

掲げる育成方針、健康で活力ある体の育成の

ために不可欠なことであると捉えておりま

す。

今後におきましても、国や文部科学省の動

きと連動し、各校においては、教育活動全体

を通して、がん教育を含む健康教育や命の大

切さを学ぶ教育の充実を図り、また、学校保

健会、養護教諭部会等においては、がんをは

じめとする生活習慣病に関する研修により、

指導力の向上に努めるなど、計画的に、創意

工夫のある健康教育が展開されるよう、引き

続き取り組んでまいりたいと考えておりま

す。

以上でございます。

○副議長（太田博之君） 春日議員。

○１２番（春日洋子君） 御答弁ありがとう

ございました。

三沢市高校生議会の開催に向けては、市長

から御丁寧な所感をお聞きすることとなりま

して、ありがとうございます。

私も今回、１月１０日は、高校生の皆さ

ん、冬期休業ということで、１月１０日、こ

の日が望ましいということでの設定だったと

いうふうに思っておりましたけれども、市長

も先ほど述べられておりましたけれども、日

ごろから市政に関する関心を持っていただけ

る取り組みが大事、私も同感でございます。

日ごろが大事ということであれば、もちろん

今回は初でございましたので、高校生議会と

いう名称のもとに、ここ議事堂で行われた。

それは大変意義のあるものであったというふ

うに思っておりました。

参考に御紹介をさせていただきたいのです

けれども、全国の中で、議事堂もしくは学校

に出向いて、体育館に全校生徒がそこに参加

をして、代表の学校の議員として質問に立

つ。そして、議長も生徒がされるということ

の、そういう内容の取り組みをされている記

事も今まで見ることがありまして、今後、そ

のような手法というのですか、やり方も可能

であれば、もちろん学校の御事情もあるかと

思いますけれども、理想としては、そのよう

な形もよろしいのかなというふうに考えるも

のですけれども、急な提案でありますけれど
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も、このような取り組み方についての御見解

をお伺いしたいと思っております。

○副議長（太田博之君） 答弁願います。

市長。

○市長（種市一正君） 再質問にお答えをい

たします。

申し上げたように、基本的には、継続した

いということでありましたが、ただ、申し上

げたように、継続する場合は、開催趣旨に

沿った成果が得られるようにというようなこ

とを申し上げたわけであります。

このことについては、学校を含めた、今

おっしゃるようなことも含めて、学校の協力

を得なければなりませんので、そういう関係

機関とも検討してまいりたいと思います。関

係機関の参加体制が整えば、いろいろなこと

ができるのではないかなと思います。

以上であります。

○副議長（太田博之君） 春日議員。

○１２番（春日洋子君） 市長に再質問の答

弁ありがとうございました。

次に、行政問題の２点目、市民マラソン大

会の開催について再質問させていただきま

す。

副市長からるる答弁をいただいたところで

ありますけれども、一朝一夕には、開催に向

けてなされないだろうということも実は念頭

にはありますけれども、可能性を探るため

の、私は、先ほど御紹介申し上げた水戸市の

取り組みは、フルマラソンでございました。

フルマラソンに限らず、距離数を少なく、さ

まざまな可能性はあるかと思いますけれど

も、関係団体さまざまございますけれども、

開催への可能性を協議する場、協議会という

ものがなされれば、より１年、２年、３年と

協議に要するかもしれません。ですけれど

も、協議する場をしっかりと設定をして、今

後、可能性を探っていただくという、そうい

う方法を私は考えてございますけれども、こ

の点についての御見解をお伺いいたします。

○副議長（太田博之君） 答弁願います。

副市長。

○副市長（米田光一郎君） 開催のための協

議会を設定してはいかがかということでござ

いますが、体育協会をはじめ、陸上競技協会

などと相談して、設置できるかどうか検討い

たしたいと思います。

以上であります。

○副議長（太田博之君） 春日議員。

○１２番（春日洋子君） 再質問に係る答弁

ありがとうございました。

次に、市民生活問題の高齢者免許返納優遇

者特典の導入について再質問させていただき

ます。

今回、３回目の質問に至った経緯は、私の

身近な方が免許を返納した方からお聞きした

言葉に非常に強烈な思いを抱きました。それ

方はお元気な方でありました。多発する高齢

者の交通事故発生に、最悪の事態を起こして

はいけない。自分に何かしら起こるよりも、

他者にそういうふうなことを決して起こして

はならないということで、みずから決断をし

返納した方でありました。そして、運転経歴

証明書を受け取りに行こうと思い、いつもの

ように、いつもの習慣で、家の中にいつもあ

るであろう車の鍵を探す自分に気づいた。車

の鍵はない。もう乗れないのだということ

で、大変そのときに、いい知れないショック

を、失望を受けたというふうなことをお聞き

しました。結局その方はタクシーで往復され

まして、運転経歴証明書を受け取ってまいり

ましたけれども、非常に日々、これからどれ

ほどの生活の不便さが自分に生じるのかとい

うことを思い知らされたということをお聞き

する機会がございました。

先ほど副市長からの答弁にもございました

とおり、全国の取り組みでございますけれど

も、特典内容につきましては、タクシー券や

バスの回数券等々、さまざま工夫して導入さ

れているということでありました。

もちろん運転経歴証明書に要する手数料は

１,０００円でございますけれども、そこに

あわせて、三沢市は、市内居住、そしてま

た、さまざま地域、バスを利用しなければな
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らない、また、タクシーのほうがよろしい、

さまざまな生活状況の中であり得るかと思っ

ております。申し上げるまでもないことであ

りますけれども、そこで、タクシー券、バス

回数券等に特化することなく、その方が、返

納した方が、自分なりに使い勝手のよい方

法、そのことが一番理想的ではないかという

ふうに考えるものですけれども、これについ

ての御見解をお伺いいたします。

○副議長（太田博之君） 副市長。

○副市長（米田光一郎君） 再質問にお答え

いたします。

バスやタクシーなどの交通機関の利用に限

らずということですが、現在、みずから決断

する人の背中を押すのに効果的な特典を考え

ております。バス等に限らず、さまざまな特

典を検討しておりますので、よろしくお願い

いたします。

○副議長（太田博之君） 春日議員。

○１２番（春日洋子君） 再質問に係る答弁

ありがとうございました。

次に、健康問題の市民の健康増進、受診率

向上の取り組みについて再質問させていただ

きます。

市民生活部長の御答弁の中では、こちらの

健康カレンダー等々を視野に入れての取り組

みというふうなことを考えていらっしゃるか

なというふうに思いましたけれども、やはり

私も、笛吹けどという思いがありまして、も

ちろん自分の健康は自分で守るということが

大前提ではありますけれども、今回の甲州市

の取り組みは、名称は違いますけれども、三

沢市でいえば保健協力員ということになりま

すでしょうか、地域ぐるみで声をかけ合って

ということが非常に功を奏しているというこ

とを強烈に印象を受けたわけでありますけれ

ども、健康カレンダーももちろん、これは配

布ですので、そこに加えてというところが、

やはりどうしてもこだわりがございまして、

というのは、地域ぐるみで声をかけ合うとい

う一つの手だてが、健康診断希望調査票とい

うことであります。これは、御家族そろっ

て、お父さん、お母さん、同居している方た

ちが、市の今年度の健診はこうであるという

ことで、そしてそれをテーブルに乗せて、皆

さんで声をかけ合う、職場で、さまざまな背

景がありますけれども、大方が家族が受けら

れる、漏れなく受けていくということが、ま

ず、家族の中で話し合える。それを地域の協

力員にお届けするわけです。その地域の担当

者は、手元にお届けにならなかったその家庭

に足を運び、いかがですか、そのようなこと

の声をかけ合うというところが、非常にここ

が、皆さんがそれぞれ声をかけ合い、そして

手を差し伸べながら、自分の健康ということ

の意識の向上というものが非常になされるも

のではないかというふうに思っておりまし

た。

再度、健康診断希望調査票、これに向け

て、非常に私自身は、ぜひ導入すべきものと

いうふうに考えておりますけれども、これに

ついての御答弁をお願いいたします。

○副議長（太田博之君） 答弁願います。

市民生活部長。

○市民生活部長（繫 範雄君） 市民健康診

断希望調査票につきましての再質問にお答え

いたします。

先ほど春日議員からもいろいろ、保健協力

員とか推進員の体制のお話もございました。

三沢市としても保健協力員、数は１０８名

と、決して多いわけではございませんけれど

も、それなりの活動を行っていただいている

ということは認識しております。

それで、希望調査票でございますが、実物

を私も手にいただきまして、見させていただ

きました。先ほども答弁でお答えしましたけ

れども、これは本当に参考になる取り組みで

はないかと私自身もそう思っております。ぜ

ひ先進事例ということで、カレンダーともど

も勉強してまいりたいと思っております。よ

ろしくお願いいたします。

○副議長（太田博之君） 春日議員。

○１２番（春日洋子君） 再質問に係る答弁

ありがとうございました。
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最後に、教育問題の小中学校における、が

ん教育について再質問させていただきます。

三沢市においても、がん教育に向けてでき

る限りの取り組みをされてきたということも

改めて、私のみならず、皆さんが理解をする

こととなったと思います。

今回、文科省、県から示された資料などを

活用して、がん教育の実施に向けてというこ

とになりますけれども、各学校、県、また三

沢市の教育委員会から示された資料を活用し

ながら、各学校の保健計画や年間指導計画な

どに位置づけていくものというふうに理解い

たしますけれども、あわせて、全国の取り組

みの中でありますけれども、がん経験者、そ

してまた、医療従事者等の外部講師を招い

て、活用した学習というものが非常によろし

いと思っております。

また、あわせて、がん教育を導入していく

に当たっては、教育現場の教員の、先生方の

研修というのも必要になるかなというふうに

思っておりました。このことで、外部講師を

招いてということと、またさらに、教育現場

の教員の皆様の研修の機会も考えていくべき

だというふうに思っておりますけれども、こ

のことについての御見解を伺いさせていただ

きます。

○副議長（太田博之君） 答弁願います。

教育部長。

○教育部長（山本智香子君） 春日議員の再

質問の外部講師の活用につきましてにお答え

いたします。

まず、三沢市でも、外部講師につきまして

は積極的に活用しております。まず、平成２

６年度におきましては、市内のがん専門の医

師を学校に招いて御講演をいただいておりま

す。それと、今年度ですが、昨年７月に県の

事業を活用いたしまして、県立中央病院認定

の、がんの専門相談員の方を外部講師として

お願いして、小学校５年、６年生の児童と保

護者を対象に、がんの研修会を行っておりま

す。

このように、さまざまな外部講師を活用す

ることによって、がんの教育がよりよいもの

となると思っておりますが、県といたしまし

ても、県のがん・生活習慣病対策課におきま

しては、がん患者の方々等ががん教育の外部

講師を務められるように養成する取り組みを

行っているということでございますので、今

後、三沢市教育委員会といたしましても、県

の教育委員会の事業の連携と、それから、が

ん患者等を外部講師とする、活用について、

可能な限り市内の各学校に活用するような周

知を図ってまいりたいと思っております。

また、市内の教職員につきましては、県の

総合学校教育センターで行われる、健康教育

に関する各種研修会がございますので、そち

らに参加して、指導力の向上にも努めており

ますので、今後におきましても、研修の機会

があった場合には、そちらへ派遣して、研修

をしていただくという取り組みを継続して

やっていきたいと思っております。

以上でございます。

○副議長（太田博之君） 以上で、春日洋子

議員の質問を終わります。

これをもって、一般質問を終わります。

─────────────────

◎日程第 ２ 議案第 １号から

日程第３２ 議案第３１号まで

○副議長（太田博之君） 次に、日程第２

議案第１号平成２９年度三沢市一般会計予算

から日程第３２ 議案第３１号青森県新産業

都市建設事業団に委託すべき事業に関する計

画の一部変更についてまでを一括議題といた

します。

─────────────────

◎日程第３３ 総括質疑

○副議長（太田博之君） 日程第３３ ただ

いま一括議題といたしました全議案に対し、

総括質疑を行います。

なお、通告がありますので、発言を許しま

す。

山本彌一議員。

○１６番（山本彌一君） それでは、ただい

ま議長のお許しをいただきましたので、議案
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第１号平成２９年度三沢市一般会計予算につ

いて総括質疑をさせていただきます。

質疑の趣旨は、最終年度となる三沢市総合

振興計画の予算編成を問うものであります。

本市の平成２９年度当初予算規模は２２１

億４,３００万円となっていて、平成２８年

度当初予算に比較して１７億４,１００万円

少なく、７.３％の減となっているところで

あります。

全て行政では、一つの目的意識並びにビ

ジョン等、これを達成するための計画性が必

要であります。なぜならば、これは、何をな

すべきかという政策の選択と、その優先順位

を定め、効率的な運営を高めるため、あれも

これもという総花化を排除しようとするもの

であります。

このため、本市では、１０年間の基本構想

と基本計画及び実施計画に基づき、まちづく

りに取り組んできているところであります。

本市のまちづくりの基本理念は、「人とまち

みんなで創る 国際文化都市」の建設であ

ります。これは、住民に対する公約として、

市長も議会も、住民の代表者として、住民の

福祉向上のため、責任を負わなければなりま

せん。

よって、よりよいまちづくりの理想郷の実

現のため、その的確な執行を確保しなければ

なりません。本市のまちづくりの基本構想や

基本計画づくりには、全職員挙げて、時間と

エネルギーを消費し、取り組んだものを議会

が議決してきているものであります。

問題は、取り組みに当たって、当初の努力

目標のうちに終わっては、これを実現する保

証は消えてしまうおそれがあります。

したがいまして、依然として厳しい財政状

況下にあっても、予算は、行政の重要なマス

タープランのプログラムの機能を果たすため

の予算制度であり、国の助成金や支出金の動

向によって予算も大きく左右されますが、し

かし、どんなに困難でも問題点をいかに克服

し、総合振興計画の実現の予算編成の確立が

重要で、財政当局の力量が問われます。

その財政当局が、平成２９年度の三沢市一

般会計予算編成に当たり、本市の総合振興計

画の最終年度となることから、着実な計画遂

行のために２２１億４,３００万円の予算を

編成したと説明をされております。

心配することは、長引く経済不況で地方財

源も極めて厳しい状況の中で、振興計画実現

のためよりも、収支尻を合わせるという狭い

視野での予算編成であってはならないという

点であります。

そこで、伺いますが、この当初予算が執行

された場合、市長は、本市の三沢市総合振興

計画の総括をどのように考えているか、答弁

を求めるものであります。

以上で、私の議案第１号平成２９年度三沢

市一般会計予算の総括質疑を終わります。

○副議長（太田博之君） ただいまの総括質

疑に対する当局の答弁を求めます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの山本議員

御質問の最終年度となる三沢市総合振興計画

実現と、その総括についてお答えをいたしま

す。

三沢市総合振興計画は、「人とまち みん

なで創る 国際文化都市」を基本理念とし、

市民の皆さんと協働で、三沢市の特色であり

ます国際性を生かしたまちづくりを進め、三

沢市に住んでよかったと思っていただけるよ

う、今日まで、計画実現のために鋭意取り組

んでまいりました。

三沢市の国際性を生かして取り組んだ主な

事業は、青森グローバルアカデミーやウェ

ナッチバレーカレッジへの英語派遣研修、イ

ングリッシュキャンプ、そして、(仮称)国際

交流スポーツセンターの建設やアメリカ村の

整備などがあります。

また、市立三沢病院を移転・新築し、子ど

も医療費については、制度の拡充に努め、三

沢市総合振興計画の最終年度であります平成

２９年度に、所得制限を撤廃することといた

しました。

さらに、計画策定後に浮き彫りとなった市
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民要望や市民意識の変化、国全体が抱えてい

る人口減少問題などの課題にも取り組んでま

いりました。

子育て支援のための、(仮称)子ども館整備

事業、定住化促進のための南ニュータウンの

整備や、あるいは住宅取得支援事業、地産地

消と御当地グルメ開発を促進するための農産

物加工施設建設事業、先端的産業創出と新商

品開発促進の三沢市新産業創造支援センター

の整備事業などが、その主なるものでありま

す。

以上のように、さまざまな事業に取り組ん

でまいりましたが、平成２９年度当初予算に

おきましても引き続き、(仮称)子ども館や

(仮称)国際交流スポーツセンターの整備事業

など、必要な経費を予算計上しております。

今後も三沢市総合振興計画のさらなる推進

と、「人とまち みんなで創る 国際文化都

市」の基本理念が実現されるよう、市政運営

に取り組んでまいります。

また、これらの取り組みについての私自身

の評価でありますが、これまで実施した市民

アンケートなどを見ますと、三沢市は住みや

すい、三沢に住み続けたいという一定の評価

があることから、おおむね計画が実現されて

いるのではないかと思っているわけでありま

す。

なお、次期総合振興計画につきましては、

三沢市総合振興計画をしっかり検証し、市民

の皆さん、あるいは議員各位の御意見を拝聴

しながら、さらなる市勢発展につなげるよ

う、計画を策定してまいりたいと考えており

ます。

以上であります。

○副議長（太田博之君） 以上で、総括質疑

を終結します。

─────────────────

◎日程第３４ 特別委員会の設置及

び議案の付託

○副議長（太田博之君） 日程第３４ 特別

委員会の設置及び議案の付託を行います。

お諮りします。

ただいま一括議題となっております議案の

審査に当たりましては、１６名をもって構成

する予算審査特別委員会、８名をもって構成

する補正予算審査特別委員会、８名をもって

構成する条例等審査特別委員会をそれぞれ設

置し、慎重に行いたいと思いますが、これに

御異議ございませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○副議長（太田博之君） 御異議なしと認め

ます。

よって、予算審査特別委員会、定数１６

名、補正予算審査特別委員会、定数８名、条

例等審査特別委員会、定数８名をそれぞれ設

置することに決しました。

それでは、議案の付託を行います。

予算審査特別委員会には、議案第１号から

議案第９号までの計９件を、補正予算審査特

別委員会には、議案第１０号から議案第１６

号までの計７件を、条例等審査特別委員会に

は、議案第１７号から議案第３１号までの計

１５件を、それぞれ付託します。

─────────────────

◎日程第３５ 特別委員会委員の選

任

○副議長（太田博之君） 日程第３５ 特別

委員会の委員の選任を行います。

ただいま設置されました３特別委員会の委

員の選任については、委員会条例第８条第１

項の規定により、お手元に配付しております

特別委員会委員及び付託議案一覧表のとおり

指名します。

なお、特別委員会の委員の方々は、次の休

憩中に、委員長、副委員長をそれぞれ互選

し、議長まで報告願います。

また、ただいま設置されました各特別委員

会の組織会は、はじめに、予算審査特別委員

会を大会議室において行い、引き続き、補正

予算審査特別委員会を大会議室、条例等審査

特別委員会を第２会議室において、それぞれ

願います。

この際、委員会開催のため、暫時休憩しま

す。
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午後 ２時２５分 休憩

────────────────

午後 ２時３２分 再開

○副議長（太田博之君） 休憩前に引き続

き、会議を開きます。

先ほど設置されました３特別委員会の委員

長、副委員長の互選の結果を報告します。

予算審査特別委員会委員長、馬場騎一委

員、副委員長、西村盛男委員。補正予算審査

特別委員会委員長、加澤明委員、副委員長、

下山光義委員。条例等審査特別委員会委員

長、春日洋子委員、副委員長、田嶋孝安委員

と、それぞれ決しました。

─────────────────

○副議長（太田博之君） 以上で、本日の日

程は終了しました。

なお、明日から１５日までは、特別委員会

審査等のため、本会議は休会となります。

次回本会議は、１６日午前１０時から会議

を開きます。

本日は、これをもって散会します。

お疲れさまでした。

午後 ２時３３分 散会
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